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平成 24年４月 10日 

各 位 

会 社 名 シ ャ ー プ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役兼副社長執行役員 
安達 俊雄 

 （コード番号 ６７５３） 

問合せ先 広報室長     澁谷 明典 

  TEL 大阪 (06)6621-1272 

 東京 (03)3260-1870 

 

会 社 名 凸 版 印 刷 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 金子 眞吾 

 （コード番号 ７９１１） 

問合せ先 取締役財務本部長 垣谷 英孝 

TEL (03)3835-5665 

 

会 社 名 大 日 本 印 刷 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 北島 義俊 

 （コード番号 ７９１２） 

問合せ先 広報室長    神戸 好夫  

TEL (03)5225-8220 

  

シャープの子会社に対する凸版印刷及び大日本印刷の堺工場における液晶カラーフィルター事業 

統合に係る基本合意、並びにシャープの子会社の異動に関するお知らせ 

 

シャープ株式会社（以下、「シャープ」という。）、凸版印刷株式会社（以下、「凸版印刷」という。）、大日本

印刷株式会社（以下、「大日本印刷」という。）は、凸版印刷及び凸版印刷の子会社である株式会社トッパンエ

レクトロニクスプロダクツ（以下、「トッパンエレクトロニクスプロダクツ」という。）、並びに大日本印刷及

び大日本印刷の子会社である株式会社ＤＮＰカラーテクノ堺（以下、「ＤＮＰカラーテクノ堺」という。）の堺

工場における液晶カラーフィルター事業を、シャープの子会社であるシャープディスプレイプロダクト株式会

社（以下、「ＳＤＰ」という。）に統合（以下、「本統合」という。）させることについて、基本合意書を締結い

たしましたので、お知らせいたします。なお、本統合の手法については、今後本統合に係る各当事者で協議の

上決定いたします。 

また、本統合に関連して、シャープにおいてＳＤＰに係る子会社の異動が見込まれますので、併せてお知ら

せいたします。 

記 
 

Ⅰ．液晶カラーフィルター事業のＳＤＰへの統合 

 

１．本統合の目的 

ＳＤＰ（堺工場）は平成 21年 10月より稼動を開始した世界で唯一の第 10世代液晶工場です。液晶パネル

の部材メーカーに加え、電気、ガスや水といったインフラ・エネルギーメーカーが堺工場に進出、部材から液

晶パネルまでの一貫生産を実現し、液晶パネル生産の垂直統合化を推し進めてまいりました。 

しかし、ＳＤＰを取り巻く経営環境は、円高基調の恒常化やデジタル商品の熾烈な競争激化による市場価格

の下落など、厳しさが一層増しており、堺工場の操業安定化とコスト競争力の強化を実現すべく更なる効率運

営が必要となっております。 

先般、シャープは、鴻海精密工業グループと資本業務提携契約を締結、ＳＤＰで生産する液晶パネル・モ

ジュールを、鴻海精密工業とシャープがそれぞれ 50％ずつ引き取ることにより、ＳＤＰの高い稼動率維持を

図り、そのコスト力強化と収益性改善を図ることとしました。 
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今回、シャープ、凸版印刷及び大日本印刷は、凸版印刷及びトッパンエレクトロニクスプロダクツ並びに大

日本印刷及びＤＮＰカラーテクノ堺の液晶カラーフィルター事業をＳＤＰに統合することにより、液晶パネル

の主要部材であるカラーフィルターも含めた大型液晶事業の一層の効率化を図り、同事業の競争力強化を目指

します。 

 

２．本統合の要旨 

（１）本統合の日程 
基 本 合 意 書 の 締 結 日 平成 24年４月 10日 
最 終 契 約 書 の 締 結 日 平成 24年４月末（予定） 

本 統 合 の 効 力 発 生 日 平成 24年６月 30日（予定） 

(注１) 本統合に関する組織再編については、本統合に係る各当事者において、株主総会決議が必要

となる可能性があります。詳細につきましては決定次第お知らせいたします。 

(注２) 日本国内外における独占禁止法上の手続により、本統合の効力発生日が平成 24年７月１日以

降となる可能性があります。詳細につきましては決定次第お知らせいたします。 

 

（２）本統合の方式 

 凸版印刷及びトッパンエレクトロニクスプロダクツ並びに大日本印刷及びＤＮＰカラーテクノ堺の堺

工場における液晶カラーフィルター事業を、ＳＤＰに統合させる予定ですが、本統合の方式について

は、本統合に係る最終契約書の締結までに、本統合に係る各当事者で協議の上決定いたします。 

 

３．本統合の当事会社の概要 

（１）凸版印刷及びトッパンエレクトロニクスプロダクツの概要 

① 名 称 
凸版印刷株式会社 株式会社トッパンエレクトロニクス

プロダクツ 
② 所 在 地 東京都台東区台東一丁目５番１号 東京都台東区台東一丁目５番１号 
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 金子 眞吾 代表取締役社長 長野 勝一 

④ 事 業 内 容 

情報・ネットワーク系事業(証券・

カード、商業印刷、出版印刷、他)、
生活環境系事業(パッケージ、高機能

部材、建装材他)、エレクトロニクス

系事業（ディスプレイ関連、半導体

関連）など 

半導体及びディスプレイに関連する

部品類の製造に関わる事業 

⑤ 資 本 金 
（平成 24年３月 31日現在） 

104,986百万円 400百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 明治 33年１月 17日 平成 21年４月１日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 
（平成 24年３月 31日現在） 

699,412,481株 8,000株 
 

⑧ 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

⑨ 大株主及び持株比率 
（平成 23年９月 30日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 5.18％ 
日本生命保険相互会社 4.67％ 
日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 4.30％ 

凸版印刷株式会社 100.00％ 
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（２）大日本印刷及びＤＮＰカラーテクノ堺の概要 
① 名 称 大日本印刷株式会社 株式会社ＤＮＰカラーテクノ堺 

② 所 在 地 
東京都新宿区市谷加賀町一丁目１番

１号 
大阪府堺市堺区匠町１番地 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 北島 義俊 代表取締役社長 北湯口 達郎 
④ 事 業 内 容 印刷事業等 電気機器用品の設計、製造及び販売 

⑤ 資 本 金 
（平成 24年３月 31日現在） 

114,464百万円 400百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 明治 27年１月 19日 平成 20年８月１日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 
（平成 24年３月 31日現在） 

700,480,693株 
 

16,000株 

⑧ 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

⑨ 大株主及び持株比率 
（平成 23年９月 30日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 5.79％ 
第一生命保険株式会社 4.41％ 
ザ バンク オブ ニューヨーク メロ

ン アズ デポジタリ バンク フォー 
デポジタリ レシート ホルダーズ

（常任代理人 株式会社三井住友銀

行） 4.24％ 

大日本印刷株式会社    100.00％ 

 

（３）ＳＤＰの概要 
① 名 称 シャープディスプレイプロダクト株式会社 
② 所 在 地 大阪府堺市堺区匠町１番地 
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐治 寛 
④ 事 業 内 容 液晶パネル及び液晶モジュールの製造・販売 

⑤ 資 本 金 
（平成 24年３月 31日現在） 

15,000百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 21年４月１日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 
（平成 24年３月 31日現在） 

2,840,000株 

⑧ 決 算 期 ３月 31日 

⑨ 大株主及び持株比率 
（平成 24年３月 31日現在） 

シャープ株式会社  92.96％ 
ソニー株式会社   7.04％    

（注）シャープから、平成 24 年３月 27 日付「業務提携に伴う第三者割当による新株式の発行及び子会社株

式の一部譲渡に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、郭 台銘氏がＳＤＰ株式の 1,320,000 株

（所有割合 46.48％）を取得する予定です。 

 

４．統合させる事業の内容 

凸版印刷及びトッパンエレクトロニクスプロダクツ並びに大日本印刷及びＤＮＰカラーテクノ堺の堺工

場における液晶カラーフィルターの製造に関する事業 

 

５．統合後の新会社の状況 

現時点において、その内容は未定ですが、本統合に係る最終契約書の締結までに、本統合に係る各当事

者で協議の上決定いたします。詳細が決定され次第、速やかにお知らせいたします。 

 

６．今後の見通し 

本統合に伴うシャープ、凸版印刷及び大日本印刷各社の業績への影響等につきましては、それぞれ必要

に応じて速やかにお知らせいたします。 

 

 

 



 - 4 -

 

Ⅱ．シャープ子会社の異動 

 

シャープから、平成 24 年３月 27 日付「業務提携に伴う第三者割当による新株式の発行及び子会社株式の 

一部譲渡に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、ＳＤＰ株式については、郭 台銘氏が 1,320,000 株

（所有割合 46.48％）を取得する予定です。また、本統合に伴い、統合対価としてＳＤＰ株式の発行が見込ま

れます。従って、当該株式譲渡及び本統合が実行された場合は、シャープのＳＤＰに対する議決権比率が

40％未満となり子会社の異動が見込まれますので、お知らせいたします。 

 

１．異動する子会社 

シャープディスプレイプロダクト株式会社 

当該会社の概要は、上記「Ⅰ. ３.（３）ＳＤＰの概要」をご参照ください。 

 

２．今後の見通し 

本異動に伴うシャープの業績への影響等につきましては、必要に応じて速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


